
特集建設生産システムの高度化

1.　はじめに

BIM/CIM の導入には，設計品質の確保や効率
的な施工計画に基づく人材・資材の最適配置，最
新技術の導入による監督・検査の効率化等が期待
されています。また，建設全体を見通した施工計
画，管理等，コンカレントエンジニアリング，フ
ロントローディングの考え方を実践していくこと
が可能となり，一連の建設生産・管理プロセス全
体での生産性の向上が可能となります。

このため国土交通省では，BIM/CIM の普及・
定着，効果の把握やルール作りに向けて，2012
年度より試行を進めてきました。

本稿では，これまでの BIM/CIM の導入に向け
た取組と，2019 年度に整備した基準要領等の概
要，今後の取組について紹介します。

2.　BIM/CIMの実施状況

国土交通省では，業務については 2012 年度か
ら，工事については 2013 年度から BIM/CIM の
試行を進めており，これまで設計業務で 291 件，
工事で 339 件の合計 630 件で実施しています（図
－ 1）。

特に 2019 年度は，大規模構造物詳細設計にお
いて BIM/CIM を原則適用することとしたほか，
BIM/CIM 成果品の存在する工事においても原則
適用し，400 件を目標に BIM/CIM の積極的な活
用を推進した結果，2019 年 12 月時点で，設計業
務で 183 件，工事で 79 件の合計 262 件で BIM/
CIM の活用がなされています。

3.　基準要領等の整備

国土交通省では，BIM/CIM の効率的かつ効果
的な活用に向け，BIM/CIM に関する基準類の整
備を進めています。

2019 年度は，新規に 6 つの基準・要領等を策
定したほか，11 の基準・要領等の改定を実施し
ました。本稿では新規に策定した基準・要領等を
中心に紹介します（図－ 2）。

国土交通省におけるBIM/CIMの
普及・促進の取組

国土交通省 大臣官房 技術調査課　課長補佐　榮
えい

西
にし

　巨
な

朗
お

図－ 1　BIM/CIM活用業務・工事の推移
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⑴　BIM/CIM活用ガイドライン（案）
国土交通省では，これまでの BIM/CIM 活用モ

デル事業で得られた知見やソフトウェアの機能水
準を踏まえ，現時点で CIM モデルの活用が可能
な項目を中心に，受発注者の役割，基本的な作業
手順や留意点とともに，CIM モデルの作成指針

（目安），活用方法（事例）を参考として記載した
「CIM 導入ガイドライン（案）」を 2017 年 3 月に
策定しました。

CIM 導入ガイドライン（案）は，公共事業に
携わる関係者（発注者，受注者等）が BIM/CIM
を円滑に導入できることを目的に作成していま
す。一方で，CIM 導入ガイドラインは，BIM/
CIM モデルを作成することに重点が置かれてお
り，BIM/CIM を活用する観点が希薄でした。

このため，これまでの BIM/CIM 活用業務や活
用工事で得られた知見を踏まえ，建設生産・管理
システムで一貫して 3 次元データを活用する観点
から CIM 導入ガイドラインを見直し，「BIM/
CIM 活用ガイドライン（案）」を策定しました。

将来的には 2 次元図面から 3 次元モデルへの移
行による生産性向上等が期待されるものの，令和
2 年 3 月版では「現行の契約図書に基づく 2 次元
図面による発注・実施・納品」を前提にしていま
す。2019 年度は，事業によらない共通部分を取
りまとめた共通編を策定しましたが，2020 年度
は設計業務等共通仕様書の構成に合わせ，各分野
を拡充していきます。

⑵　発注者における BIM/CIM実施要領（案）
これまで，発注者が参照していた CIM 導入ガ

イドラインは，前述のとおり BIM/CIM モデルを
作成することに重点が置かれていたため，建設生
産・管理システムで一貫した 3 次元データを活用
する目的等が整理しきれていませんでした。

このため，これまでの BIM/CIM 活用事業にお
ける導入効果を整理し，発注者が自ら BIM/CIM
を活用する目的を明確にするため，「発注者にお
ける BIM/CIM 実施要領（案）」を策定しました。

発注者が自ら BIM/CIM 活用の目的を受注者に

図－ 2　基準・要領等の整備対象とその関係
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提示することで，より効果的な 3 次元データの活
用が期待されます。

⑶　土木工事数量算出要領（案）に対応する
BIM/CIMモデル作成の手引き（案）
国土交通省では，BIM/CIM を活用した自動数

量算出による工事積算の効率化のため，土木工事
数量算出要領（案）を改定し，BIM/CIM を活用
した数量算出の環境整備を進めてきました。2018
年度には，すべての種目で 3 次元データを活用し
た数量算出に対応しましたが，数量算出が可能な
BIM/CIM モデルの要件等がガイドラインに記載
されていないことなどから，必ずしも効率化につ
ながっていない事例が見受けられました。

このため，BIM/CIM モデルの作成段階から自
動数量算出に対応できるよう，「土木工事数量算
出要領（案）に対応する BIM/CIM モデル作成の
手引き（案）」を策定しました。

BIM/CIM モデルを作成する段階から自動数量
算出を想定することで，手戻り等の防止が図ら
れ，業務等の効率化が期待されます（図－ 3）。

⑷　3次元モデル表記標準（案）に基づく 3DA
モデル作成の手引き（案）
国土交通省では，BIM/CIM を活用した契約を

見据え，3 次元モデルを介した円滑な意図伝達に
資するよう 3 次元モデル表記標準（案）を策定し，
活用してきました。しかし，ソフトウェア等の対
応状況等の課題もあり，3 次元モデル表記標準に
基づく 3DA モデルをどのように作成すればよい

のかが明確でなかったことから，多大な労力を必
要とする事例も見受けられました。

このため，3DA モデルの解説とその作成手順
を明確にするため，「3 次元モデル表記標準（案）
に基づく 3DA モデル作成の手引き（案）」を策
定しました。

標準的な作成方法等の提示により，3DA モデ
ルを作成する際の作業負担の軽減が期待されます

（図－ 4）。

⑸　BIM/CIM活用工事における監督・検査マ 
ニュアル（案）
BIM/CIM による生産性向上を実現していくた

めには，BIM/CIM モデルを作成するだけでな
く，それを活用していくことが重要です。しかし
ながら，これまで施工段階における BIM/CIM の
活用については，現場説明や干渉チェックなどの
2 次元図面の代替利用に留まっており，情報の集
約化や可視化による効率化が図られていない事例
も見受けられました。

このため，BIM/CIM を活用する場合における
監督職員及び検査職員の実施項目を取りまとめ，
BIM/CIM モデルを活用した監督・検査が可能と
なるよう，「BIM/CIM 活用工事における監督・
検査マニュアル（案）」を策定しました（図－ 5）。

2019 年 度 は，BIM/CIM 活 用 項 目 の 実 施 や
BIM/CIM モデル等の受領等，BIM/CIM に関連

図－ 3　C区分のモデルの 3次元モデル作成方法（例）

図－ 4　3DAモデル作成のプロセス（全体イメージ）
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する部分の監督・検査を中心に記載し，実際の監
督・検査は ICT 施工に関する基準・要領等を参
照することとしています。将来的には，BIM/
CIM と 3 次元出来形計測等の ICT を連携させた
遠隔臨場や機械的処理などにより，監督・検査に
関する受発注者双方の負担軽減を目指しています。

⑹　BIM/CIMモデル等電子納品要領（案）及び
同解説
建設生産・管理システムで一貫した BIM/CIM

の活用を図るためには，適切に作成された成果品
を後工程に引き継ぐことが重要です。このため，
国土交通省では「CIM 成果品作成の手引き（案）」
を策定し，BIM/CIM モデルを電子成果品として
提出する場合の規定を提示しています。しかしな
がら，同手引きは規定している部分と任意の部分
が判別しづらく，実用に当たり課題が散見されて
いました。

このため，「工事完成図書の電子納品等要領」
等の記載に合わせて構成を見直し，規定すべき部
分を要領として，その他の情報を解説として取り
まとめ，電子納品の統一的な運用が可能となるよ
う「BIM/CIM モデル等電子納品要領（案）及び
同解説」として改定しました。

今後，建設に関する一層の情報の集約化が進む
につれ，現行のフォルダ構成によるファイルの管
理（ファイルストレージ方式）から，ファイルご
とに所有するメタタグ等による管理（オブジェク
トストレージ方式）に移行することも検討してお
り，更なる情報の効率的な活用が期待されます。

⑺　その他の BIM/CIM関連基準・要領等
前記のほかにも，受発注者双方の生産性向上に

つながるよう，これまでの BIM/CIM 活用業務ま
たは活用工事で得られた知見や問題解決に向け
て，基準・要領等の見直しを適宜実施しています。
「CIM 導入ガイドライン（案）」については，

令和 2 年 3 月版で新たに「砂防編」及び「港湾編」
を追加しました。2020 年度は BIM/CIM 活用ガ
イドラインに統合する予定ですが，引き続き対象
構造物の拡大に努めていきます。

また，対象構造物等については，「3 次元モデ
ル表記標準（案）」への「地下構造物」に関する
記述の追加や，「BIM/CIM 成果品の検査要領

（案）」への「樋門・樋管」，「築堤護岸」，「道路」，
「山岳トンネル」，「共同溝」及び「仮設構造物」
の追加等，適宜拡大を図っているところです。

2020 年度以降も，引き続き BIM/CIM 関連基
準・要領等の整備を進め，BIM/CIM を活用した
受発注者双方の生産性向上に向けた環境整備を進
めていきます。

4.　BIM/CIMを取り巻く環境の整備

BIM/CIM をより効率的，効果的に活用してい
くためには，基準・要領等の整備を進めるだけで
なく，それらを活用する環境についても整備して
いく必要があります。国土交通省では，BIM/
CIM 活用のための基準・要領等だけでなく， 
データ交換等の環境整備も推進しています。

図－ 5　監督・検査の流れ（イメージ）
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⑴　「情報共有システム機能要件」の整備
BIM/CIM をより効率的に活用するためには，

同一のデータに関係者が同時にアクセス可能とな
る環境が必要です。このため，国土交通省では情
報共有システムを活用することで 3 次元データを
確認できるよう機能要件を見直し，2018 年度に

「工事施工中における受発注者間の情報共有シス
テム機能要件 Rev5.0」として改定するとともに，
業務における機能要件を整備しました。

令和 2 年 3 月版では，ISO19650 に準じた共通
データ環境（CDE）に対応するフォルダ構成に
ついて示すとともに，下記のオンライン電子納品
に必要な要件を追加しています。また，これまで
土木工事を対象としたガイドラインに設計業務等
を含めるよう，「土木工事等の情報共有システム
活用ガイドライン」に改定しています。

今後，これら機能を満足する情報共有システム
を活用することで，BIM/CIM の効率的な活用が
可能となることが期待されます。

⑵　「オンライン電子納品」の実装
BIM/CIM に限った課題ではありませんが，複

雑化・大容量化する電子成果品の納品に当たり，
現行の電子納品要領では CD 等の電子媒体に格納
することを必須としています。しかしながら，複
数枚の電子媒体に分割して提出する場合など，電
子成果品の作成には，少なからず受注者の負担と
なっている部分があるとともに，成果品が正しく
格納されていないなどのミスが発生する要因とも
なっていました。

そこで，国土交通省では情報共有システムを活
用したオンライン電子納品について検討し，2020
年の運用開始に向けて準備を進めています。

5.　今後の取組について

国土交通省では，i-Construction の普及拡大に
より，2025 年までに建設現場の生産性 2 割向上
を目指しています。特に，3 次元データの活用を

生産性革命のエンジンと位置付け，2017 年に「3
次元データ利活用方針」を策定し，建設生産・管
理システム全体における 3 次元データの利活用に
向けた取組を進めてきました。

国土交通省では，2018 年度から大規模構造物
詳細設計において原則適用を打ち出し，順次
BIM/CIM の適用拡大を図っています。2020 年度
は，大規模構造物の予備・詳細設計及び 3 次元成
果品がある業務・工事について原則適用するとと
もに，概略・予備設計においても BIM/CIM の導
入を積極的に推進することで，更なる BIM/CIM
事業の実施を目指します。

また，今後，更なる i-Construction の普及拡
大を図るためには，3 次元データの原則活用が可
能となる環境を整備していく必要があることか
ら，以下の 3 つの視点で更なる BIM/CIM の活用
促進を図っていきます（表－ 1）。

⑴　BIM/CIMに関連する規格等の標準化
BIM/CIM の共通フォーマットである IFC の規

格化については，ソフトウェア確認要件として公
開したところですが，作成する BIM/CIM モデル
の標準化については，CIM 導入ガイドライン等
において参考に示しているものの，作成者の判断
に委ねられている部分が多いのが実情です。ま
た，関連する基準要領等やガイドライン等につい
ても整理されておらず，全体像を把握することが
困難となっています。

今後，BIM/CIM をより効果的に活用していく
ためには，国際規格である ISO を導入するだけで
なく，すべての建設生産・管理システムの関係者
が不自由なく BIM/CIM を活用できるよう，情報
のシームレスな運用を可能とすることが必要です。

このため，形状及び属性情報の標準化，ワーク
フローの標準化，規格等の標準化に取り組むこと
としています。

2020 年度は，2019 年度に整理した BIM/CIM
関連の用語の統一化を図るとともに，これまでに
作成された BIM/CIM に関連する基準・要領・ガ
イドライン等の文書について適宜見直しを図り，
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2019 年度に公開した BIM/CIM ポータルサイト
の更なる拡充を目指します。

⑵　BIM/CIMの普及・促進
BIM/CIM を建設産業全体で活用していくため

には，大企業における先導的な取組を進めるだけ
でなく，中小企業を含めた全建設産業で 3 次元デ
ータを活用できる環境整備が必要です。

国土交通省では，2018 年度から発注者に対す
る研修を開始しましたが，BIM/CIM を活用した
更なる効率化・高度化に向け，普及・啓蒙により
裾野を広げるとともに，活用しやすい環境整備を
促進します。

このため，適用事業の順次拡大，BIM/CIM 技
術者の活用，効率化に資するツール等の普及に取
り組むこととしています。

2020 年度は，BIM/CIM 教育・研修フレームワ
ークの策定を目指すとともに，BIM/CIM に関す
る技術者の能力開発を担うコンピテンスセンター
の設立に向けた検討を推進していきます。また，
2019 年度に指定した全国 10 の i-Construction モ
デル事務所で実施している，3 次元情報活用モデ
ル事業における BIM/CIM 監理業務等の発注者支
援について取りまとめ，BIM/CIM 技術者による

設計品質の確保・向上等にも努めていく予定です
（図－ 6）。

さらに，モデル作成にかかる作業負担を軽減す
るため，数字を入力することで必要最低限のオブ
ジェクトを作成可能なパラメトリックモデルの作
成ルールや，プレキャスト製品等の汎用品につい
てはメーカーに依存しないジェネリックオブジェ
クトの供給方法等についても検討していきます。

⑶　BIM/CIMの高度利活用の推進
BIM/CIM を活用することで，建設生産・管理

システムにおける情報の集約化・可視化が可能と
なります。また，クラウドコンピューティング等
の新技術を導入することにより，業務等の効率
化・高度化につながります。さらに，これらのデ

書
籍
、テ
キ
スト

書
籍
、テ
キ
スト

図－ 6　  BIM/CIM教育・研修フレームワーク 
（イメージ）

表－ 1　BIM/CIM運用拡大に向けた全体ロードマップ
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ータは建設生産・管理システムの外でも活用され
ることが期待されています。

国土交通省では，公共事業の効率化・高度化に
向け，BIM/CIM を活用することを前提とする業
務改革の実現を目指すとともに，継続的な業務改
善を推進していきます。

このため，公共事業の品質確保・向上，発注関
係事務の抜本的な見直し，データ活用の拡大に取
り組むこととしています。

2020 年度は，3 次元データを用いた監督・検査
等の効率化について前述のモデル事務所における
試行を開始するとともに，3 次元データを契約図
書とする場合の課題について試行事業を通じて抽
出する予定です。

また，BIM/CIM を活用した自動数量算出と積
算システムを連携させるための手法の検討に着手
するとともに，民間におけるコスト管理手法の妥
当性確認方法について整理し，積算に関する業務
の効率化に向けた検討を進めます。

さらに，インフラに関する BIM/CIM モデル等
の 3 次元情報が広く活用されるよう，データプラ
ットフォームの構築に向けた議論を加速させてい
きます。

⑷　建築 BIM推進会議
建築分野においては，BIM を活用している場

合であっても設計・施工の各分野でそれぞれ個別
に活用するのみで，BIM の特徴である情報の一
貫性が確保できていない状況にありました。この
結果，維持・管理段階までの一貫した BIM 利用
につながらない，導入・運用には多額の設備投資
が必要である上に，特に中小事業者にとっては習

熟した人材が不足するなどが課題となっています。
このため，建築物の生産プロセス及び維持・管

理において，BIM を通じ情報が一貫して利活用
される仕組みの構築を図り，建築分野での生産性
向上を図るため，官民が一体となって BIM の推
進を図れるよう建築 BIM 推進会議を国土交通省
内に構築し，各分野で進んでいる検討状況の共有
や建築 BIM を活用した建築物の生産・維持管理
プロセス，BIM がもたらす周辺環境の将来像に
向けた官民の役割分担・工程表（ロードマップ）
を 2019 年 9 月に提示しました。また，「建築分野
における BIM の標準ワークフローとその活用方
策に関するガイドライン（第 1 版）」を令和 2 年
3 月に公開したところです。

建築 BIM 推進会議においては，必要に応じて
個別課題に対応するための部会を設け，建築
BIM 活用に向けた市場環境の整備を推進してい
きます。

6.　おわりに

建設現場の生産性向上を図るためには，3 次元
データ等の導入を国の直轄工事以外にも拡大して
いくことが必要です。このため， i-Construction
サポート事務所を各都道府県に 1 事務所以上定
め，地方公共団体や地域企業における取組をサポ
ートするための相談窓口を設置しています。

また，発注関係者の集まる発注者協議会や土木
部長会議等の場において，国土交通省における取
組について周知を図りつつ，連携して取組を進め
ていきたいと考えています。
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